
資料１－１

令和５年５月３１日

インフラ老朽化対策の推進に関する関係省庁連絡会議幹事会



１．新たな「国土形成計画（全国計画）」

の検討状況
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令和５年５月26日
第19回国土審議会
計画部会 資料２
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令和5年2月3日
第16回国土審議会計画部会 資料１－２
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令和５年５月26日
第19回国土審議会計画部会 資料３－２
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令和５年２月３日
第16回国土審議会
計画部会 資料１
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令和５年５月26日
第19回国土審議会計画部会 資料２



２．新たな「国土強靱化基本計画」

の検討状況
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令和5年4月7日
国土強靱化推進本部 第１７回会合 資料２



令和5年4月7日
国土強靱化推進本部 第１７回会合 資料２
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※老朽化対策の記載



令和5年4月7日
国土強靱化推進本部 第１７回会合 資料２
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令和5年4月7日
国土強靱化推進本部 第１７回会合資料２

11



３．経済財政諮問会議
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令和５年第５回経済財政諮問会議
日時：令和5年4月26日(水) 17:00～17:45
場所：総理大臣官邸２階小ホール
出席者：岸田総理大臣(議長)、関係閣僚、日銀総裁、民間議員※

※民間議員：十倉 雅和氏、 中空 麻奈氏、 新浪 剛史氏、 柳川 範之氏
議事：(1)成長と分配の好循環を生み出す経済財政政策に向けて

(2)経済・財政一体改革（非社会保障）、国土形成計画

【ポストコロナの経済・財政一体改革における重点課題（案）
～地方行財政、文教・科学技術、社会資本整備等 における投資効率の向上～】

（社会資本整備等）
地方の人口減少が深刻化し、既存のインフラストックの減耗、老朽化が進んでおり、広域的・戦略的イ
ンフラマネジメントをより重視する必要。例えば、管理者によるインフラごとの特性を踏まえた優先順位
付け、最低限のインフラマネジメント基準設定、こうした対応が困難な地域においては広域連携の活用
など、地域の実情に応じたインフラマネジメント手法を示し、各自治体における取組を促進すべき。新た
な国土形成計画においてもこうした視点を取り込むべき。

●岸田総理指示
「本日の議論を踏まえ、・・・（中略）・・・斉藤大臣においては、
広域的・戦略的インフラマネジメントの推進や、物流２０２４年問題へのＤＸの推進等
を含む実効性のある対応などについて、重点的に取り組んでください。」

●有識者提出資料

インフラ老朽化対策に係る直近の政府方針等
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●柳川議員(経済・財政一体改革推進委員会 会長)提出資料抜粋
【社会資本整備等】
持続可能なインフラメインテナンスサイクルの構築
･ インフラを「個別」ではなく「群」として捉え、面的に維持管理を考えていくことが重要
であり、地域において取組を進めていくための具体的な方法を検討する必要。

･ 自治体における施設の集約・再編等の検討・実施が進むよう、単なる事例集に留
まらない工夫（内容の充実化）や、手引き・ガイドラインの存在をしっかり認識し
てもらうための工夫が必要。

･ やみくもに施設の集約・再編等を行えば良いというものではないが、施設の経年数
だけでなく、様々な環境（施設利用者や施設管理可能者の有無等）を踏まえ
た評価があっても良いのではないか。

･ 地域の面的なインフラ群の管理を定着させていく上では、デジタルも活用し、国土
形成計画の「地域生活圏の形成」に資する取組としてうまく接続していくことが重
要。

･ 規制の見直しに加え、テクノロジーマップ・技術カタログの整備・活用等により、特に
地方自治体においてドローン等の活用を広げていくことが大きな課題。

令和５年第７回経済財政諮問会議（令和5年５月26日）

14



参考① 経済財政諮問会議
国と地方のシステムワーキング・グループ
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令和５年４月19日
第35回国と地方のシステム

ワーキング・グループ 資料３－１
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参考② デジタル臨時行政調査会
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令和５年４月19日
第35回国と地方のシステム

ワーキング・グループ 資料３－２
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